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複数雇用機会に対する労働供給モデルの 

解析及びPolytomous Probitモデルの構成

松 野 一 彦

1 序

この稿の目的は，家計の労働供給行動に関する臨界核所得分布モデルを拡張することである。複

数個の雇用機会が存在する場合への拡張が試みられる。拡張されたモデルの経験的含意が導出され,

モデルの検IBことって必要とされる統計的方法の枠組みが提示される。 これらの分析によって，本

来の臨界核所得分布モデルの理論的構造が明確になり，他の方向，例えば内載就業をも含むモデル

への拡張を試みる時の足掛りとなろう。

分析の出発点は，賃金と指定労働時間の組合せで与えられる雇用機会に関しての就業受諾• 拒否
( 1)

メ力ニズムを記述する臨界核所得分布モデルである。 このメ力ニズムが所得一余暇選好因式から導

き出され，家計労働供給に関するググラス一有沢法則に理論的根拠が与えられる。 このモデルは雇
( 2 )

用機会が2 つ存在する場合へと拡張される。 この拡張にもとづき，女子短時間雇用就業の増大とい 

う現象が分析される。

一方，計量経済学一般の分野において，近 年 Quantal Response M odelの利用が著しくなって 

きている。 このモデルでは，離散的内生変数の動きを説明するためにProbit-Logitモデルを採用 

する。そして統計的モデルであるProbit-Logitモデルに対して経済理論的あるいは効用極大化図 

式による基礎づけが試みられる。 しかしこれらの基礎付けとは異なった接近法により，複数雇用機 

会に関する労働供給行動を記述するためのQuantal Response Modelを構瑪する。

§ 2 では理論モデルの形式が提示される。 § 3 では，このモデルのもとで個々の家計がどの就業 

形態をとるかが分析され，§ 4 では家計群全体としての行動についての検討が行なわれる。 § 5 で

注 （1) 小尾恵一郎，r臨界核所得による勤労家計の労働供給の分析丄『三田学会雑誌』,第62巻,第1号,p p .17〜46,〔1969)

( 2 ) 鍵ロ美堆，「女子の短時間および普通雇用機会への供給確率図式とその計測」，『三田商学研究』，第24卷4号，pp. 

52〜79,(1981).

r 3 ) D. McFadden, "Conditional Logit Analysis of Qualitative Choice Behavior," Chapt 4 in Frontiers in 

Econometrics, (P. Zarembka, ed.) pp. 105^142, (1974), Academic Press, New York.
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「三田学会雑誌」77卷 1号 （1984年4月）

は，就業確率に関するダグラス一有沢の法則とモデルの性質の関連を吟味する。 § 6 では，理論モ 

デルの下でいかなる観察結果が得られるかを調べると同時に，モデルの統計学的性質を明らかにす 

る。

2 複 数 雇 用 機 会 の モ デ ル

2 . 1 . モデルの対象となる家計は，既に雇用されている中核的所得稼得者（夫） とその妻及び15歳 

未満の子女から成るものとする。 この妻に対し複数任意個の雇用就業機会が開かれている場合に*  

はどの雇用機会に就業するのかあるいは全く就業しないことになるのかを考える。

家計の所得をズ，* の余瑕時間をj として， この家計の所得一余瑕効用指標を関数 

(2.1) (o=a)<iX, A)

として表わす。參 に 対 し /一  1個の雇用機会が開かれており，その_/番目の雇用機会の雇用条件は 

賃 金 率 プ ，指 定 労 働 時 間 で 示 さ れ る も の と す る 。 / _ 1 個の内どれか1つの雇用機会を選択す 

るのか，あるいは非就業の状態を選択するものと考える。非就業の状態を賃金率M；l = 0, 労働時間 

み1=0によって表わす。

合計ゾ個の就業状態、の中から1 つが選択されるが，第 ；番目の就業状態を選択することを変数， 

d j = h そうでないことを5_/=0で表わす。 唐の総持時間を:T とし，核所得を/ とすると，制約式 

は次のようになる。

J
X = I+ '^  Wj hj 8j

A= T—S  hjdj 

C2. 2) 1

S も=1

(4)
ここで第3, 4 の 式 は / 個の選択肢の内1つだけが選択されることを意味する。家 計 は 制 約 式  

(2. 2)の下で効用指標(2.1)を最大化するものと考える。

2.2.ま 効 用 場 の 一 点 を ぺ ク ト ル で 示 す 。妻が非就業である状態は点f i , ゾ番目の雇用機会

注 （0 幾つ力、の雇用機会を同時に選択すろ可能性についての議論は，ここでのモデル拡張として扱うことができ，それは 

§ 7.2でなされる。

—— 7 8 ——



複数雇用機会に対する労働供給モデルの解析及びPolytomous Probitモデルの構成 

に就業する状態、はもで示されるものとする。ここで

(2. 3) '̂ 1ゴそ ]

ら= ら+ みプ〔力ゾ=2,

ただしダ'= ! >ゴ，~ 1 ] , と言ける。

/ 個の選択肢からなる集合を選択肢集合ぶ= {fi, と呼ぶ。一定の与件の下で家計群が選

択する選択肢はどの要素全部であるかもしれないし，あるいはS の一部であるかもしれない。これ

は与件に依存する。実際に選択された選択肢の集合を選択集合5 * と呼び，そうでないものを非還

択* 合ど**= 5 ■— と呼ぶことにする。

選択集合S * は与件，特に核所得水準/ に依存して決まる。/==ムにおける選択集出をとす

る。以下の議論において，L の 変 化 と 共 に 力 ;如何に変化するかも多少独れられるが，議論の

中心はど* を一定とした範囲に限られる。実際，現在までの観察結果，そこでは/ = 2 または3 であ

る，においてはが^は一定である。即ち，/ = 2 の場合,核所得水準に係わらず常にど*« ニ {fi,も}=
(5)

どであり，/ = 3 の 場 合 に は { fi,ら ?3} = 3 であった。

2 . 3 . 以下の議論では，効用指標は二次形式のものとする。

(2. 4) ' a > = p f + - ^ m

ただし

r ^ = [ r .n ] ,r= [ j；；j：3j

<0はミについては二次式であるがバラメタ（n, P, 7*3,ん 7*5)については線型である。

効用指標のバラメタテ4 は同一特性をもつ家計群（母集団）においてある確率分布に従う差異を示 

すものとする。そしてこの分布の確率密度関数を

(2. 5) -U〜 {> g  な ぐ ぶ

( 6 )
と定める。ここで区間（r, R ) は分布のレンジである。

統計的議論をする時には，特に

(2. 6) /(.?*) = NCrA, 50 -oo<f4<~

注 （5 ) 前掲の小尾. 循ロ論文を参照。特定の就業状態が観察されない核所得水準もあるが，これは抽出誤差であると考え 

られる。

( 6 ) 以下の議論でむとfプを選択することが無差別になることもありうるが，（絶対）連続な確率分布の設定により，そ 

のような享象の確率はゼロとなる。

—— 7 9 ——
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と設定することもある。

ゾ個の選択肢に関し，便宜上，その労働時間の長さによって順序付けをし，

(2. 7) 0 = M < み2<み3く… さ r
(7)

とする。賃金率については必ずしもその大小によって順序付けられなくともよいものとする。単に 

次を仮定する。

(2. 8) O=wi<wj<oo, j=2, •••,/.

/ 個の選択肢らは下因に示されるようなものである。

第 1図

個々の家計の行動

3 . 1 . 就業状態fゴに対応する効用指標の値をCUプとする。on, の内最大となるものを見い出す。

そのための準備を行なう。

まず，非就業のonとプ番目の雇用就業のプを比較する。（2.3), (2.4)より，

( 3 . 1 ) j=2, /

ここで

(3. 2) yi：i= ¥ ミ'j r ミj+tvj o)\—Qjf31'+Ys T)

た だ し a / i= 3 ( u / 0 X | むニ?*2+7"1/+7*3ア。次 に a n とプの比較をすると，（3 . 1 ) より， 

(3 . 3 )  m —① 产 Qh厂 h i ) ( J 4 - y i j ) ’

注 （7) h i= h jとなる場合の議論については§ 7 .1を参照。

一  80



ただし

(3. 4) 2/i严 （みゴ2/1厂 か (み厂み*)

となる。

特定の就業状態fプが選択されるのはプが最大値になる時，即ち，

( 3 .  5 )  (oj>Q)i ! ' = 1 ’ 2 , … , ゾーl ’ _ ; '+ l , …

となる時である。（3. 3 ) に含まれるVi]は 外 生 変 数 （/, T, wu Wjy hu h j ) 及びバラメタ（;*ぃp, ys) ■ 

の関数である。 これら外生変数，バラメタの値を与件とすれば2Aゴの値も定まる。 しかし（3.3) に 

含まれる "̂4は各家計毎に差異があるため，同一与件の下であっても，（Uプ>0>«と な る 家 計 と 0)プ<0)i 

となる家計がある。すなわち，cojとm の大小関係は特定の家計の持つデ4 と各家計共通のyi) との 

大小関係に依存する。

3 . 2 . 特定のn をもつ家計にとって， が <wi, の最大値になるのは，そのテ4が

U < V ij  : - = 1 ’ … ’ ゾ一1 

( 3 .  6 )  _

?4>ykJ k=j+l, •••,/

を満たす時，及びその時だけである。

このことを示す。（2 . 7 ) より/ < m に対し，hi く h m である。( 3 . 3 ) よ り / ? の 時 は q h _ o »プとデ4 

一は同符号である。また，Aゴくみ* の時はcwfc— (Wプとテ4— は異符号である。このことから（3 .

6 ) が成立すれぱ（3 . 5 ) が成立し，C0ゴが最大値になる。逆に（3 . 5 ) が成立していれば（3 . 6) が導か 

れる。

3 . 3 . 家計のもつテ4 の値が，け）ん=2 , … に対し 

(3. 7) fi>yki

である時，そ の 家 計 は (非就業）を選択する，（i i ) ; を 2 , —  1 の内の1 つとして，

( 3 .  8 )  y ij> ?4> yk j  《= 1 , … 1

k=j+l, •••,/

とするとその家計はf プを選択する。（iii) … ,_ /ー1 に対し 

( 3 .  9 )

とするとその家計はシを選択する。

この結果は次のように導かれる。m ,  ( 3 . 7 ) の条件の下では，（3 . 3 ) より

a>fc—0)1= (/?!—^fc)Cr4~2/fci)<0 kニ2’ …

である。（ii> ( 3 . 8 ) の下では（3 . 6 ) が成立し o)j>QH / = 1 , 1 , 及 び k = j+ l,  /で 

ある。（i i i ) 同様に，（3 . 9 ) の下では< u i< o u ,  i = h …, J ~ h を得る。

—— 8 1 ——
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上の結果は，特定の家計の観点からしてどの就業状態を選択するかを調べたものである。逆に， 

特定の選択肢の観点からして，その選択肢が選択されうるのかどうかを調べる。

3 . 4 . 選択肢集合どの要素らが選択され？;ための必要条件は，m を1 については

( 3 . 1 0 )  R>V ki k = 2 ’ …’ J

(ii>も，i=2, については

V ij> r

( 3 . 1 1 )  yij>y jc j i = i , …’ j —i 

R > V k j  k = j+ l , •••,/

(iii)ミj については

(3.12) V ij> r  z = l,

である。

(i)について，あ る 1つ の ん0 について

R ^ y m

とする，ただしん*̂は 2 ,…，/ の 内の1つとする。テ4の分布の条件グ< ん< ^?より，この時どの家計 

のテ4についても'

fi<ykoi 

である。従って（3 . 3 ) より

のk»_ on=リU _  h/c«j(j4_  y m ) >  0 

となり，c w iは最大値ではありえない，従って（3 . 1 の が成立しなければならない。

(iii)について，あ る 1つ の に つ い て 2/,.。/さr とすると，す べ て の に つ い て テ 4 となる。故 

に （3 .3 ) より， さ/ 一 1 に対し

■ <W,(, —  C O j = C k j  —  h i d  (ji —  y i a j ) < Q

となる。従って（3 . 1 2 ) が必要条件である。

(ii)について，© 上のケースと同様にして， 1つ の / く 力について2/:-0ゾさr とすると，yioj〈h で 

ある。 こ の 時 （3 .3 ) よ り と な る 。@ 1 つ の &°〔> /)に つ い て と す る と ん <2/*。/ 

である。 こ の 時 （3 .3 ) により®*。>0>プとなる。© 1つ の ?'％<_/),1つのん°(>ゾ）について

yioj^ykoj

とする。 この時，（a )ん< 2/,.。メの範囲の〒4をもつ家計については

の ia く (O j,のfco> の'

となり，(Ojは最大値ではなL、。(b) yioj^fi^Vkojの範囲のテ4をもつ家計にとっては

① k。を(Oj

—— 8 2 一



となりプは最大値ではなぃ。（C)テ が を 満 た す テ 4をもつ家計にとっては

a)k̂ <.o)j

となりGVは最大値ではなぃ。W) (ロ) い)ぃずれの場合でものプは最大値ではなくなる。故 に （3.10) 

が必要条件である。

3 . 5 . 前節の条件は十分条件でもある。即ち，

(i) ん= 2 , の時らを選択する家計がある。

(ii) • • • , / - ! ,をとり’ yij〉r, yij>ykj, R>Vkj, *'=1,…,プー1 , ん=_/+1’ ゾであると 

らを選択する家計がある。

(iii) Vij>r, i = h …’ J - h の 時 を 選 択 す る 家 計 が あ る 。

次のように上の結果を導くことができる。（m こついて，いま

Fi=max{ 1/21, yjur]

とすると，m の 条 件 及 び よ り ，i?> F iさr となる。区 間 （F i,/? )は〒4のレンジ0 , だ）と重複 

し，（F i , R ) の中の^ を 1つとることができる。従って， この j^4について 

T4>Yi'^yki, k=2, • " , /

である。§ 3.3より， このデ4に 対 応 す る 家 計 は を 選 択 す る 。

(iii)について，いま

Z j=m in{  y i j , y j - i , R ]

と定めると，（iii)の条件の下でX j 〉グとなる。従 っ て 区 間 は テ 4のレンジ（r, i ? ) と重複し， 

O ,Z j0 の中のデ4を 1つとる。 この〒4については

?4<Y j^y ij, i= l ,  •••,/—1 

である。故 に§ 3.3よりこのデ4に対応する家計はミJ を選択する。 

m)につぃて，今までと同じように

X^=min{ y i j , y j - i j ,  R) 

yy=m axt yj+ij, y jj, r }

と定める。{ii)の条件の下で

Y j>r

R ^ Y j>  Y j^ r  

R >  Yj

である。従 っ て 区 間 （F力Z プ） の中の1つのデ4をとると，

y i j ^ Y j > f  i >  Y j> y k j f /=1,…,プー1 , k = j + l , /

複数雇用機会に対する労働供給モデルの解析及びPolytomous Probitモデルの構成
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である。故に，§ 3 .3 より，このデ4をもつ家計はらを選択する。

3.6. §3 .4 及 び §3 .5 の結果をまとめると次の定理を得る。

定 理 1 二次形式効用指標（2 .4 ) ,効用バラメタの分布（2 .5 )を設定し，選 択 肢集合ど= {も， 

…, を所与とする。家 計 は 制 約 式 （2 .2 ) の下で効用最大化行動を行うものとする。家計が fプを 

違択するための必要十分条件は，（i ) f i については

(3.13) R>Vk\> k=2, ■",/

シ ；= 2 , —1 , については

(3.14)

については

(3.15)

である。

yij>r

Vij>Vkj

R>Vkj

Vij>r

i = \ , メー 1

k =y+1 , j

ニ 1,•••,/—!

3 . 7 . 系 1 - 1 . デ4の分布のレンジを（一00,00), / のレンジを0 < /< O O とするならば， とを/を

選択する家計はそれぞれ必ず存在する。
( 8 )

2/"は / の一次式である。0</<00の 条 件 の 下 で は 一 プ <00であるから，定 理 1 のけ)及び(iii) 

の十分条件は常に満たされている。従って上の結果を得る。

/ = 2 の場合ならぱ<5= {非就業，雇用就業} となる。デ4の レ ン ジ が ト 00, 0 0 )であるならば， 

いかなる核所得水準においても，兩就業状態が観まされうる。一方の状態だけに集中してしまうこ 

とはない。

/ = 3 でぶ= {非就業，短時間雇用，普通時間雇用}であり，一00くん<00とする。 この時， どの/  

一水準においても非就業および普通時間雇用就業を選択する家計がある。ただし/一水準によって 

は，短時間雇用就業が選択されない可能性もある。

テ4のレンジを有限の区間（r, R ) とし特定の/ 水準を考える。 この時，例えぱ，R > y k iは満た 

されないこともありうる。そ の 時 は 選 択 さ れ 得 な い 。実際の観察では，過去の例では/ =2, 3で 

あるが， どの水準においてもら，レの選択が見られる。従って先の条件け)，（iii)は，観 察 範 囲 の /水  

準においては，満たされているものと推論される。ただし，一般的にはm, (ifflの条件が満たされな 

くなる/ 水準の存在は否定できない。 もしこのような/ 水準が観察されたならば， このことはi?お

注 〔8 ) このことは§ 5 .2 で明示される。

84



複数雇用機会に対する労働供給モデルの解析及びPゆ tomous Probitモデルの構成 

よびr の値について何らかの情報をもたらすことになる。

3 . 8 . 各就業状態の確率P}を定義する。

(3.16) P^=Pr{r4 \o)j>(ou j キi } ’ j= l ,  •••,/

ゴは一定の与件のもとで，家計群の何割が就業状態fプを選択するかを確率にしたものである。 

系 1-2. P j〉Q, とすると

Pi=\ „f(jddrA

(3.17) f( j4 )d u  j = 2 , •••,/—1 

P j= 、 fQ d d r i

である。

これは今までの議論から明らかである。

3 . 9 . 前出の定理を別の形にするために次のような準備をする。

3.9.1. ymn, m ^ n , について

(3.18) y  mn = V nm

が成り立つ。

これは2/mnの 定 義 （3. 4 ) より導かれる。

3.9.2. Iくmくn の時，yim, ym, Vnmの大小関係としては次の3 つの可能性だけがあろ。

( 1 ) y im >y in>V nm

(3.19) (2) yim <yin<ynm  

(3) yim =  yin =  ynm

これは次のように示される。定 義 （3.4) より

(Mm一hn)ynm~hTti |/lm+hn Vln

=  一(Jt厂 hm )y  、n i _  h r^y  In

一方，O il 一 hn) ニ O h _  hm) + Qlm一 h n ) であるから，上式より次の2式を得る。

<ihm — h„K y nm— y In') =  (Ml — flm'Ky ln _  y Im)

Ull — hn)Oy nm — y Im) =  (Ml — hm)(iy nm — y Im)

従って，み{年みmキAn年んの時

85



r三田学会雑誌-1 77巻 1号 （1984年4月）

Vnm一yIn _  Vtn一Vim _  ynm.一yim ■ 

hi — hm hm~hn hi~hn

となる。l〈m < n の時，hi く hm く h n であり，上 式 の3 つの分母はすべて負であろ。従って（3.19) 

の 3 つの可能性しかあり得ない。

上の結果より，" lm >y inな ら ば yim>ynm及 び yin>ynmがなり立つ。逆 に Vim く y in ならば 

yim<ynm及 び リ1"くり默饥がなり立つということがわかる。

3.10. §3 .9 ,1の 結 果 よ りyia=yik’ V k j= y jk である。§3 .9 .2 より不等式y "> yり(= y ^ D は 

y tj> y ik> y jk と同値である。従って定理1 の 条 件 （3.13), (3 .14)及 び （3.15) は言き換えられ

て，それぞれ

(3.20)

{i)'

(ii)'

R>yik

Vij>r

yij〉yik〉y jk

R > V jk

Vij>r

k = 2 , - J  

i=\, •••,/— ! 

k=j-\-\,

i~ h  1

となる<

4 家 計 群 の 行 動

4 . 1 . 前節では，特定のテ4 をもつ一家計の行動を吟味した。 また特定の就業状態らの選択に注目 

した。 この節では，種々相異なるテ4をもつ家計群全体の選ホについて注目し，また可能な選択肢全 

体の選択のされ方について吟味する。

ゾ個の選択肢からなるS*のすベての要素が選択されるかもしれないし，その一部しか選択されず 

に他の要素は選択されないものであるかもしれない。

モデルを検IEする方法を導くためには， どのんをもつ家計がどの選択肢を選択するのか，明示的 

な対応関係を導くことが必要となる。

4.2. fi, のすべてが家計群によって選択されるための必要条件は

( 4 . 1 ) /?>1/12>1/23> …

である。

この条件は以下のように導かれる。 § 3 .1 0 より， らが選択されるための必要条件は 

k=2’ …,J であった。従って
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R>y 12

でなければならない。同じく §3.10より’ が 選 択 さ れ る た め に は :'==1, ゾ一 1, が必要 

条件であったから，

yj-ij>r

でなければならない。ら，2 ^ ; ^ / - ! , についても§ 3 . 10よ り yij>yjt„ i < j < k ,でなければなら 

ないから, yj-"〉yjj+ i力"、必要条件である。_/ニ2 , 1 について言き並べると 

' 1/12 >  1/23 > ..........> y j- l j

を得る。以上をまとめると（4 .1 ) が必要条件として導かれる。

4 . 3 . 条 件 （4 .1 )は十分条件でもある。

このことは次のように示される。い ま （4.1) の下では 

■̂  >  テ4 >  2/12 >  2/2 3〉•… >  2// -1•/>  r  

を満すデ4か存在し，こ の を も つ 家 計 を 考 え る 。（3 .3 ) より，一般に，

(4. 2) o)j— coj+i =  (ihj-i.i— hj')Cf4— yjj+i') j=l, •••,/—1

すこt i し hj+i—h j> 0 ,が得られる。上のテ4に対しては

fi~yjj+i^o プ= 1 , 1

で あ る か ら （4 .2 )より

(oj—coj+i^O

となる。故に

となりを1を選択する家計が存在したことになる。

次に， （4.1) の下で

1/12 >  2/23 >  ... >  2 / >  グ 

となるデ4をもつ家計を考える。この時〒4一が//+1<0, メ = 1 , . . . , /一1 , である。従 っ て （4 . 2 ) より， 

Q)j—Q)j+i<o y= i, •••, j —i

即ち，この？̂4 にとって

0>1<0>2く…く® >/

であり，$ J が選択される。

を 2,…, / _ 1 の内の特定の1つとする。そして

R〉y …〉yjo-ijo〉テ 4〉yす >•••> yj-u > r 

を満たす？4を持つ家計を考える。 この時

?*— yjj+i >  0 j=j。, jo+h …,f
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テ 4 一めプ+1<0 y = i,2, 1

であり，（4.2) より '

<0厂の_/+1>0 ゾ°+ 1, …, /

Q)J — CO J + 1 < 0  ゾ= 1 , 2 , ゾ0—1

を得る。従って， このデ4に対しては

(Ojo > (OjQ+i > …> cŷr

かi < の2< … < の_；'0

が成り立つ。 このデ4 をもつ家計はf_；-。を選択する。/ • は 2,...,プー1 のどの値をとってもよかったか 

らも, . . ミJ-1が選択される。

4.4. § 4 .2 と §4.3をひとつにまとめる。

定 理 2 定 理 1 の設定のもとで家計が効用最大化行動をする時，選 択 肢 集 合 の 要  

素，fi, のすべてが家計群によって選択されるための必要十分条件は

2/12 > 2/23 > • • • > yj-ij > r

である。

4 . 5 . 系2 - 1 . f i , すべてが選択される時, 

Pi =  5

(4. 3)

M

 ̂f i r d d  f i ' _/=2 , 1

V(デ4)ゴデ4

である。

今までの議論より， i ? > 2 / l 2 > 2 / 2 3 >  —  > 2 / j - l J > r が成り立ち， ■/?>デ4 > 2 / 1 2 のデ4 をもつ家計は

らを選択する。 2/プ_/-1> デ4 > 3 /パ+ 1 'のデ4 をもつ家計はら，ゾ= 2 ,  1 , を選択する。y j- w >テ‘〉•ダ
(9 )

の家計はを選択する。これでデ4 のレンジはすぺて尽されているから求める確率式が得られる。

上の確率式より，P パよデ4 の確率分布の上で次図のような位置を占める。余暇と所得の限界代卷 

率は（n  +  ；* 3 X + ；*5パ) / である。この比はデ4 を含み家計間で分布している。デ《が大き 

く，限界代替率の大きい家計程，非就業あるいは短時間雇用を選択する。逆のケースは長時間雇用 

を選択すろ。この関係は一意的なものとなっている。すなわち，分布図において各確率の位置は左

注 （9 ) 例えぱム=2/パ+1の家計に対しては，®> =の•/+!であるが，この確率はゼロであるC
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/•(74)

第 2 図

から雇用労働時間の長さの順に並んでいる。

i? と；■は固定された値である。2/"は外生変数，特 に / , の関数である。 も し あ る い は  

R くyz3となる/ の水, であるならば， あ る い は ら の 確 率 P2 はゼロになる。 また。図上の 

1/12と2/23の位置が逆転してyi2<yz3となるような/の水準であったならは選択されえないこと 

になる。

4 . 6 . 定 理 3 選 択 肢 集 合 ぶ を と 5"**ニ5■—ぶ* の 2 つに分ける0 の要素を{f/i, と 

する。 の要素は選択されないということを所与とした時，E* の要素がすべて家計群によって 

選択される為の必要十分条件は，

(4. 4) R>yjd2>yhh〉…> yiu-dM〉r

である。

これは以下のように導びかれる。 まず必要性については§ 4 .2 と同じである。十分性，<5* * の任 

意 の 要 素 を ■■とする。对 応 す る 効 用 指 標 を と す る 。■ff**の要素f r **は選択されないという条 

件は，

となるらi がど* の中にあることを意味する。従ってぶの中で最大効用を求めることは<5* の中で最 

大効用を求めることと同じである。5 * をあらためてどと見做せぱ，§4 .3の議論と同じようにして, 

求める結果が得られる。

4 . 7 . 先の定理3 ではど* * を所与としている。その上で<5* の中に更に選択され得ないものがない 

かを検討する条件を導いたことになる。即ち，所与としたど* * が非選択集合として最大（集合論の 

意味で）のものであるかどうかを検討することが必要となる。 この意味で定理3 は# き変えられて，

系 3- 1 . S を任意に二分してど* とど**とする。 が最大，従 っ て5 * が最小であろための必 

要 十 分 条 件 は の 要 素 もね'..ふ V について. （4 .4 ) が成立することである。.

次の確率式もただちに導かれる。

系 3-2.  プ>0， ん …ム ’ その他の；について プ= 0 の時
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P ムニ i  / ( f 4 ) ゴデ4

■P/tニ、 f(jC)d u  i=l, ■••, M  

fCfi)d U

である,

5 就業確率の性質

5 . 1 . 今までのところバラメタr の値については特別な制約を課していない。 ここで新たな仮定を 

追加して，就 業 確 率 プ と 核 所 得 / の関係を導き出す。

/ の変化とともに各2/fゴの大小関係が変化し従って選択集合ど* も変化しうる。ただし以下で 

はだが変化しない範囲での議論がなされる。 また，§4.6から明らかなように，非 選 択 集 合 が  

あるとしても，選択集合*5 *をあらためてとみなしてもよいことになる。 すなわち5 * の要素， 

in, も' をあらためてf i , と名付けてもよい。 これらを踏まえて以下の議論がなされる。

5 . 2 . ぞ1,•••,€/がすべて選択される時，就業確率Pプ は （4 .3 ) で示された。 その積分限界パよ次 

のように/ の関数として明示することができる。

ま ず （3.2) より

y ij= A ijr  i= 2 、…’J

ただし

A i j =  3 -\-WjI, Wj, W j C  T—hj)—I , ぐ- T  

7*2, 7*3, rs],

として；• の一次式として* ける。あるいは*き変えて 

y i j= z ,n i j

ただし

之' = [ 1,/]
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B\j--
W j^hj/2 Wj 

- Wj 0

として/ の一次式として表わされる。

プについては（3 .4 ) より

( 5 . 1 ) V i j = A i j  r

すこだしAij=hiAi厂 h jAij / hi— h j, あるいは

yijニ z'Ttii

(5. 2)

Wj(̂  T—hj) 

- 1

hi—hj

と書ける。

5.3. P X > 0 )o ^  ( 4 .3 ) より次が計算される。

- ^ = 一, (l/l2)iSl2

(5. 3) ニメて2Aプ-リ)ル -1プ一, (2/パ+1)ルプ+ 1 ■/=2, •••,/— 1

で，（5 .2 )より， 

(5. 4)

^l2 =  W2Xl — f i

知+1° ヤ ナ 〜 ー'3 i = 2.

である。

dPddl, の符号は，i^>0, /̂ び>0!である限りー定である。dPj/dl, 2さ_/さ/ - 1, の符号

は一義的には評価できない。なお次を得る。

定 理 4 f l , . .. ,^ 7 がすぺて選択されるという/ の領域において’

の時はダグラス一有沢の第1法則

が成立する。
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定 理 2 よ り で あ る か ら ，（5.3) において 一/ (1/12)<0,そ し て ；8i2=«；2ri—r3 であろ 

ため上の帰結を得る。

この結果は，無差別曲線の凸性とは関わりがない。

5.4. が選択されないという条件においては，そ も そ も を 計 算 す る こ と は 意 味 が な い 。ある 

いは，その 条 件 の 下 で9/V 3/=0である。 以外に選択されるものがないとするなら，/^ ニ1, そ  

の範囲 でa i^ i/3 /=oとなる。

らが選択されるものとする。そしてら，•.'，<?/の内少なくとも1つ選択されるものがあるとする。 

こ れ は l > P i> 0 と表現できる。 この状況の下で，選択される雇用機会の内最短労働時間のものを 

を!*とする。ら*の雇用条件を（m；2 * ,み2 * )とする。 この時，系 3 - 2 より

(5. 5) Pi = \ fQfi)d ft 
V̂l2*

ただし

2/i*2=ai1+/3i1/

1̂2 =  10*^1—Y3

となる。従って，次を得る。

r =  ~fCy*2)^*2 .

以上より

定 理 5 £■の内 f i と少なくとも他の1 つ の fプ, 2 , ^ プ̂ / , が選択され， これらをど* の要素とする。 

選択される雇用機会の中で最斑労働時間の機会の賃金率をM；2*とする。 ここで 

W2*fl 一 7̂3 < Q 

ならぱ， ダグラスー有沢第1法則が成り立つ。

5 . 5 . 前項でも見たように，7 ^ は （/ , み2 * ,r )に依存する。 / の水準が変化すればぶ*は変 

化 し 02* ,み2 * )も変化する。

次が計算される。（5.5) より

【 * = - / « ) 部 *

た だ し み 2*)+r3(r-A2*)。以上より次の結果を得る。

定 理 6 l > P i > 0 とし，ど* が一定である/ の範囲を考える。 この時，

も*〉。
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ならばダグラス一有沢の第2 法則

9 ( 1 - P i )

dW2*

が成立する。

>0

尤 度 関 数

〔2/12, 1/13, 1/23) が定義される。 これら 

だけでは 3 . '通りある。筒単のため

6 . 1 .ゾ= 3 の例をとり，諸結果の応用を考える。 この時 

V i jおよびr とi?の不等式 >  による並び方は5 通りある。

/?>!/{プ > グとしておくと，次の6 通りが考えられる。 ，

(i) R > y i2 > y i3 > y 2 3 > r

(ii) R>yiz>yzz>yn>r

(iii) R>yi3>yi2>yz3>r

(iv) i?>  2/13 >  2/23 >  3/12 > r

(v) R>y23>y\2>y\z>r

(vi) R>y23>yi3>yi2>r

この内(ii)〜(v>のヶースは§ 3 .9 .2の 3 つの可能性に適合しない。け）と(vi)だけが可能である。

(i)ではfi,$ 2 ,もがすぺて選択されるための条件i?>1/12 >1/23 > r を満たしている。（Vi)の場合は 

満たされていない。fvi)では 1/23>1/12となり，定理1 よりらは選択され得ない。<5**={も}, S* =  

{^1,fs}となる。£■*についてはi?>i/i3>rが満たされ， 及びf3は共に選択される。

け)と(vi)をひとまとめに生じさせるメカニズムは下図で説明される。A とB の 2 つの可能性がある。 

A では /oの左でけ)を，右で(Vi)を生じる。 B では逆になっている。A, ：6 の 双 方 に お い て /^,ハ は

一 74
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それぞれ7 の増加，減少関数になる。異 な る と こ ろ は に つ い て で あ る 。A に お い て は /の 増 加  

とともにらの選択の確率は小さくなり/oを越えるとゼロになる。 B においては逆の関係が成立する。

なお，今までの議論でど* を一定と仮定することがあった。 このことは，/ < /o の範囲だけに，あ 

るいは/o < /の範囲だけに限って議論していたことになる。

6.2. ir個の所得階層ム，k = い .’ K , のそれぞれの選択集合をどt とする。 が先験的にわか 

っているとする。 £ 1 = {を; についての確率分布をムfcとする。 ムfcはム 水 準 の 家 計Wfc個 

の 内 MM個の家計がかを選択し， 饭2がな2を選択するという確率である。 Xfcは （4.3) を利用し 

て得られる多項分布となる。7T所得階層全体としての確率分布（尤度関数）は n ムkで与えられる。

実際問題としては，f i t は観察結果より定めなければならない。 この時次のような困難がある。

Ik 水準におけるPm の経験的対応物（推定値）は n ijn icである。’ であればffcfは に  

含まれる。 即ちな i は選択されたものと見なせる。 逆 に mンWfc ニ 0 であったとしても， パ よ£1 

に含まれないとは結論できない。f ik が小さい時には抽出誤差の可能性は否定できない。

例えば，観察結果が5 1 = {を も }, £■シ レ ら } , ム< ルであったとする。尤度関数の構成は 

2通り考えられる。 に f2 が含まれないのは出讓差であり，図 3-Aを例にとって，h  く Ik, 

< /o と考えることができる。 この時ムfc,ムfc'は共に三項分布である。（i i)5 t 'に f2が含まれないの 

は，/fc</o</fc'のためであり抽出誤差のためではないと考える。 この時，U は三項分布であるが 

ムfc'は二項分布である。

以下ではこのような困I I はないものとする。

6 . 3 . 従来の観察結果に従い，f i t は一定とする。それをあらためてど= { をゴ} とみなす。 この時，

( 6 . 1 ) .'ncp/り//%.')
( j= i

た だ し プ は ;t 番目の所得階層でらを選択した家計の数， そして各/ は （4.3) で与 

えられる。ii：階層全体に直っての尤度関数はz^=nム1；となる。

正規分布の仮定（2 .6 )を 採 る と （4.3) より

= J ^COdt, ^(0=exp— V 2 7t

(6. 2) ゾ=2, •••,/— !

Pj = で -〜のdt
r —00
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となる。 こごで，X ij= y ij_T i/a ,あるいは次めようにも言ける。

(6. 4) Xij=Ai/^r^

=  Ẑ 7Tij*'

ただし

C6. 5) Y*, Aij*=z^Bij*

丑/ :

Wjh を— Wihi— Wihj Wihi(j T —  hi)— wjhji T —  h i ) ，ん 一 で ) 一みへ?!一て) 

W ihi一W jh i

____  一 ____ _________ _____________________________________________一 1 _____ ________________
2 ( J u _ h j )  h i—h i h厂 h i  h厂 h j

fH - h j 0 - 1  0

以上のように，Sk*が一定の時，§ 2 で定めたモデルは統計的にみると（conditional) Polytomous 

Probit Modelである。

7 そ の 他

7 . 1 . / 個の就業形態の労働時間は .

Q=hiくhzく…くhj'^ T

と順序付けられるものと前提しておいた。 ここでん= みプとなるものがある場合を考える。 この時，

( 7 . 1 ) (Oi—(oj=hjCfi—yij)—hi(,f4—yii')=hi(,yii—yij)

そして

ただし 明 ' = dco/dX\fむ で あ る 。

ここでゾ個の就業状態ミi すべてにおける所得の限界効用について 

C7. 3) (u/>0

を仮定するか，あるいは，みf = み/となるら，fプにおいて

(7. 4) Gu/+o)/)/2>0

を仮定する。

みi = ；̂/となるものがあっても，仮 定 （7 .3 )あ る い は （7 .4 )を加えれば， プの時にaH>o)j 

となる。従って，賃金率の低いもめは恒等的に選択され得ないものとして選択肢集合から排除すれ 

ぱよい。
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7.2. の就業形態の中から2 つ以上の雇用機会を同時に受諾する兼業の可能性は無いもの

としておいた。ま業を可能とした場合にはモデルの外生変数に関する構成を少々一般化すればよい。 

ら ...,^7か ら 2 つのをともを兼業する点は次で示される。

'unhi+ tV jhj'

hi+h J 

一 1
$i+ ミ Jニら+Ok+hj)

一 般 に W( さ/一 1 ) 個を兼業する点は

みム) P  hn]

で表わされる。

本来の就業形態が; ■=(,ブ U ( , 7 i ) 通り， 2 種兼業が(ゾ；1")通り，...,;*種兼業が(ゾ；1)通り， 

種 兼 業 が 通 り あ る 。 これらの総数は2*̂ -1個である。このように作られる就業形態は

すべて

Wj
-1 j= h  ..., 2"̂ -i

の形式で表現できる。この内ffj>  T となるものを除外する。残ったらの個数をM とする。H jぬ 

大小関係でら, を2,...,もf と順序付け前節までの分析が適用できる。 このように拡張されてできた選 

択肢集合£ " ; け1,--.,^^}においては， これ以上兼業できないものとする。 この設定は制約（2.2)

に帰着する。

8 結 語

勤労家計の非核に対して複数の雇用機会が提示されている時，非就業あるいはどの雇用機会を選 

択するかを叙述する理論モデルが提示され，その理論的構造が分析された。

このモデルの解と呼ぶべき種々の就業確率が導びかれ，就業確率の性質が吟味された。その結果， 

モデルの統計学的性格はquantal response m ode lに 登 場 す る polytomous probit m o d e lと同

じであることが示された。

分析は，概して，選択ま合が変化しない核所得水, の範囲内に限られていた。 この限定の理由は 

従来の観察結果にもとづいている。 もしこの限定に合致しない観察結果が得られるならば一層の拡 

張が必要となるであろう。 （中央大学商学部助教授）
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